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西ドイツ労働組合の協約政策の展開
二　神　恭　一
1．はじめに
　西ドイツでは団体交渉と労働協約に対する労働組合の基本的態度は，その協
約政策（Tarifpolitik）にあらわれる。協約政策とは同国においてひんぱんに
便用されることぼだが，組合が経営著団体や会杜とのあいだで展開する団体交
渉に接する基本的態度をしめすものである。組合はそれにそい労働協約の締結
に努力する。あるいは，団体交渉といい，また労働協約といい・それは労働者
の生活改善のための用具だと考えるとすると，協約政策とは労働老の経済的な
らびに杜会的な生活条件を確保し，改善するためのものだということにな私
組合には協約政策のほかに，経済政策，杜会政策，租税政策，環境政策，文化
政策などがあり，教育，共同決定，財産形成といった重要問題についても基本
的政策をもっていて，それらを内外に表明している。たとえば，DGBはその
定款のなかで杜会政策，経済政策等のたかで労働者の利害を主張すべきことを
うたっていて，比較的ひんぱんに，r提案」（Antrag）などを通じ組合とLて
の政策表明をおこなっている。G．レミソスキーとB・オットーがまとめた「D
GBの政策と綱領」ωという本までもあるほどであ乱
　げれども，組合が展開するこれらの政策のうち，きわめて重要なのは協約政
策だろう。それはもっとも組合らしい政策である。協約政策の中心をなすのは，
賃金政策だからである。団体交渉の中心的事項は・なんといっても労働者の賃
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上げ問題である。もっとも，協約政策のなかには，労働時問短縮，雇用，付加
的杜会給付などに関する政策もふくまれており，近年はこれらもかなり重視さ
れるようになっている。しかも，団体交渉でとり上げられる事項は多くなる傾
向もある。とはいうものの，今日においても団体交渉なり労働協約のなかに
占める賃金問題のウエイトがいぜん，もっとも大きいのは当然のことであろ
う。
　さて，ここでは西ドイツでの組合の協約政策・賃金政策がいかに展開されて
きたかという問題を論じるものであ飢当間題をとり上げることによって，西
ドイツの労使関係の進展をうまく浮きぼりにすることができるように思われる
からである。敗戦直後から今日まで，組合はいくつかの特徴的な協約政策・賃
金政策を順次，展開してきている。そして，これらの協約政策・賃金政策には
そのときの労使関係の様相が色濃く反映している，といわなければならない。
小論は協約政策が登場してきた順序にしたがって論じていくのであるが，組合
の協約政策として最初にあらわれるのは，r拡大賃金政策」である。まず，こ
の有名な協約政策をとり上げてみよう。
注（1）G．Leminsky＆B・Otto，Politik　uI1d　Programmatik　des　Deutschen　Gewerk－
　　schaftsbundes，K61n1974．
2．　拡大賃金政策
　西ドイツで労働組合の協約政策とよばれているものの推移のなかには，同国
の労使関係の進展の様相がよくあらわれているようにみえる。敗戦直後しばら
くは組合は自らの組織の再建に全力をあげていたし，48年11月までは賃金スト
ップ令が有効だったこともあって，労働協約の締結はあったものの，組合の本
格的な協約政策はなかったといえる。しかも，組合は49年の有名なミュンヘン
綱領にみられるように，「将来の経済・杜会秩序」の問題の議論のほうに精力
を費した感がある。r資本主義をこえた（Ober　den　Kapita1ismus　hinaus），
3？0
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根底からの新秩序」の形成が論じられていた。むろん，組合は新秩序の形成に
加わるつもりでいたわけである。ωところが，よく知られているように，西ド
イツ内外の政治情勢の推移のなかで，組合や杜会民主党（SPD）はこれから外
されてしまった。
　組合は戦前のように，その伝統的なやり方，つまり団体交渉戦略を重視する
ようになった，ないしは重視せざるをえなくなったわけである。それも，組合
の揚約政策は賃金政策を主要内容とし，政府一経営者陣営に対して対決的な姿
勢をもったものとなってくるのである。経営者のほうは当然ながら，労務費の
負担をできるだけ抑え，投資力をつよめようとする経営政策を展開していた。
この経営政策は，利益安定化を通じ経済成長を促がそうとする連邦政府の経済
政策により補完されていたのである。これに対し，組合側は拡大賃金政策の考
え方に端的にしめされるような，対決的な協約政策をとるわけである。もっと
も，50年当初の組合の協約政策は，あとの段階でのそれのように，組合文書な
どにおいて比較的はっきりと表示されてはいない。Lかも，各親合とも同一の
協約政策を展開していたわげではない。組合のあいだにおいて，団体交渉に臨
む態度には少たからず差異があった。これは一DGBとドイッ職員労働組合（D
AG）のあいだにもあったし，同じDGB傘下の各組合のあいだにもみられ
た。たとえば，IGメタルは比較的ラディカルな路線を突きすすんだのに対L，
IG建設・土木は穏健な協約政策を展開していた。それどころか，同じIGメ
タル内部においても，当初はその協約政策は必ずしも調整されなかったし，制
度化もなされていなかったようである。たとえば，中央委員会の地区協約委員
会に対する影響力は，どちらかといえばインフォーマルなものであった。各地
区協約委員会が統一した行動をとるとはかぎらなかった。むしろ，統一した行
動をとる場合のほうが例外ですらあった。ただ，そうした状況はあったにしろ，
この時期を特徴づけるような協約政策，賃金政策を見出すことはできるのであ
る。ω
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　西ドイツの50年代前半の労使関係は，まずは組合のr拡大賃金政策」（exPan－
sive　Lohnpolitik）により特徴づけられる。少なくとも賃金分野では，この拡
大賃金政策がこの一時期を画したわげである。拡大賃金政策を公式化したのは，
DGBの経済群学研究所の当時のリーダーであった▽．アガルツだといわれて
いる。アガルツにしたがうと，組合が経済秩序の形成のための権利と責任から
排除されている以上，組合の賃金政策はもっぽら組合員の利害本位に展開され
るべきである。r組合の責任は最近の経験からすると，まず第一に組合員の利
害にかかわるのである。組合は高次の責任を，権力をもつ者に委ねなければな
らない。こうした視角のもとで，組合の賃金政策上の態度が重要にたるのであ
る」。倒
　拡大賃金政策と称されるものは，経済秩序の形成からハジキ出されていた組
合がとるべくしてとった態度であろう。それは拒まれた者の反応だし，r拒ま
れた民主化が経済上，どんな結果をまねくかを保守党やその政権にしめす手
段」でさえあった。拡大賃金政策はいわば「完全野党」としての組合の協約政策
である。というよりも，組合はそうした態度をとりながら，経済体制の変革を
意図していた。このため，労働老の利害の主張が国民経済上いかなる結果をも
たらそうとも，組合のあづかり知らぬところだとする。むしろ，現体制での因
民経済の運営の行き詰りは，組合の望むところであったともいえる。たとえ
ば，アガルツは冷やかに，拡大賃金政策が企業に対し，合理化投資を促がすこ
とになるだろうといっている。「組合の体系的な賃金政策によってドイソ経済
の近代化への圧力と，またより高い生産性への圧カがつよめられるべきであろ
う」。困そして，杜会的市場経済に対する風刺もつけ加えている。「組合の賃金
政策の展開によって，経営老の才智と創意にたにができるかをしめすチャンス
があたえられるのである」。
　拡大賃金政策では，価格引上げに準自動的に（quasi－autOmatisch）に応え
るべきことが要求されていた。ある部門で実現した，ないしは意図した値上げ
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は，組合の協約解約告知とむすびつくこととなる，またそうあるべきであると
い㌔したがって，拡大賃金政策を二つの観点が規定しているわけである。ま
ず，合理化圧力であって，これが西ドイツ経済の成長を促がし，配分政策上の
裁量余地を拡大す飢いまひとつは手に入れた賃上げを確保するため側面掩護
の措置として，イン7レーション付加給を要求することだった。アガルツの別
の論文によると，賃金拡大政策には，三つの考え方の順序がある。すなわち，
r積極的な（aktiv）賃金政策」と「動的（dynamisch）なそれと」とr狭義の
拡大賃金政策」の三つである。㈲
　まず，積極的な賃金政策とは組合が組合員の利割こ志向することである。企
業家や政府がよくいう「公共福祉」なるものは通例，アガルツによると，資本
主義のなかでは特定グループの利害の追求になってしまう。賃金は資本主義経
済ではつねにr政治的賃金」（PolitischerLohn）であって，組合は組合員の物
質的利害を貫徹していくためには，攻撃的な賃金政策をとっていかなげればな
らない。組合がとる協約政策は賃金一価格関連を志向しえないし，志向すべき
でもない。資本主義経済にあっては組合は価格に対し，なんらの直接の影響力
を及ぼすことはできないからだし，価格の推移に対しても責任をもつこともな
い。つぎに1動的賃金政策とは，景気問題にかかわる賃金政策のことであって，
資本主義経済体制のなかでは，過剰生産や遇少消費が内在的に生じるために，
需要が供給を下回る危険がつねにあるわげであるから，組合は動的な賃金政策
を展開して，実質賃金をたかめ，消費需要を促進するようにしなければならな
い。かくしてこそ，潜在的な過剰生産にも対処しうるのである。こうした考え
方はいかにも体制適合的であるかにみえる。しかし，動的な賃金政策は利益低
下をもたらしかねないし利益低下は企業の設備投資力をよわめ，経済均衡を
くずしかねない。動的な賃金政策の結果はおそらく購売力の低下のかたちでは
なく，設備投資のダウンというかたちでの経済危機であろう。もっとも，現実
にはこうした経済危機をもたらLはしたかった。事態はむしろ逆である。1950
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年から53年にかけて・消費量は64．1バーセントから60．1バーセントに落ち込
んだが・投資量のほうは19．1パーセントから2016バーセントヘ上昇した。因み
に，西ドイツでは，その後においても，同じような傾向が続いているのである。
西ドイツ経済の成長と安定の確保は，資源配分において消費量に負担を強い，
投資量のほうは優遇するというなかで推移してきたのである。付言すると，投
資量の増加は決して過剰生産の危機をもたらしはしなかった。これは政府の消
費が比重を増したためでもあるし，輸出の進展のためでもある。たとえぱ，国
家消費と輸出と備畜の総計は51年の18．1パーセソトから71年の19．3パーセソト
になつている。
　狭義の拡大賃金政策は企業に合理化努力を強いる目的をもった攻撃的な政策
である。アガルツによると，それは企業の合理化をすすめ，生産性を向上させ，
かくて賃金拡大の基盤をつくる有効な手段たりうる。だが同時に，組合の賃金
政策は成長を刺激する要因だとも評価されていて，体制内在的な議論になって
いるという側面もみられるわげであ私アガルツは賃金の上昇を生産性のそれ
に志向させることを否定し，いわゆるr並列接続」を拒絶した。けれども，ア
ガルツば期待された生産性向上について賃金アップの先取りをすることを主張
し，貧金と生産性の配分政策的関連をつくり上げている。アカルソによると，
組合の協約政策の成功・不成功は，賃金部分（Lohnanteil）の上昇分で測る。
動的で拡大的な賃金政策は，企業の総コストのなかの賃金部分の上昇だげを志
向する……。マクロ経済的にいうと，この目的は賃金取分のアッブという要求
に等しい。賃金取分のアヅプという目的設定のなかに，アガルツの考える賃金
政策上の攻撃的性格がみられるのである。
　ただ，拡大賃金政策は科学的にはほとんど支持できない。大々的に実践にう
っしたとしたら，それはたえずインフレーションを生じさせ，経済成長の停滞
と失業をもたらしたであろうといわれている。しかし，それにもかかわらず拡
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大賃金政策は50年代はじめの組合のスローガンとして，しばしば登場Lた。拡
大賃金政策に組合がこだわった理由はなにか。組合にとってのその魅力はなに
か。アガルツの三日天下をもたらしたモメントはなにか。アガルツの公式化し
た拡大賃金政策の目的は，労使闘争の伝統的手段でもって達成できるかにみえ
た。つまり，組合はその実現のために連邦議会の政党活動に頼らなくてもすむ
と考えたからである。国家・杜会の新秩序をめぐる当時の闘いにおいて，SPD
や組合の側は不利であって，敗北を喫することが多かった。52年には経営組織
法が通過・成立したばかりであった。賃金闘争という組合の本来の役割への回
帰は，組合の伝統的な効能である違帯をつよめ，闘争心を活発にすることにな
って，これが過去の敗北感，諦観を克服するのに役立つのではないかとも思わ
れたのであろう。r敵」が経営者であるばかりか，連邦政府であり，与党でもあ
ることがこれに力を貸した。DGBの54年大会においてアガルツは，r国家と経
済の絶対的な同一性」について語っている。この国家・経済連合に対し労働者
の経済的・政治的利害を貫徴しうるためには，全体経済的な射程をもった組合
の活動パラメーターである賃金政策の確保と活用が，どうしても必要だったの
であろう。新国家の形成に協カする可能性があたえられていたかった組合は，
攻撃的な賃金政策を展開することによって，保守政権から譲歩を引き出したり，
修復した資本主義経済の発展を妨げる可能性を入手しようとしたのである。
　アガルツの政治構想を実現する条件は，50年代前半の西ドイツにはほとんど
なかった。攻撃的な協約政策がひきおこす政治的・経済的な長期闘争をおこな
うには，長期にわたり持続する情熱・激怒といったものが必要だし，組合員を長
期にわたり動員することができなげればならない。しかも，それはアンチ資本
主義の運動でなけれぱならないわけである。ところが，当時は繁栄が続いてい
たし，アソチ・コミュニズムの風潮が支配的であったのである。実際の団体交
渉の結果，締緒された労働協約をみると，そこには当然に妥協があるわげであ
る。経営者は既述のような目的からして，賃上げを抑制Lようとし，組合側は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　375
42
大幅な賃上げを獲得しようとして，団体交渉を展開したのであるが，結果的に
は，賃金取分を拡大しようとする拡大賃金政策は成就しなかっれそれどころ
か，労働者は経済成長に加わることすら，十分できなかったのである。
注（1〕この点については，つぎのような文献が参考になる。H．Limmer，Die　deutsche
　　Gewerkschaftsbewe9㎜g，6．Au乱MOnch㎝・Wi㎝1973．；二神・ブルーメ他薯，
　　二神訳『労資共同決定』ダイヤモソド社，昭和50年。
（2）J．Bergma㎜，O．Jacobi　und　W．M亡11肚Jentsch，Gewerkschaften　in　der
　　Bundesfepublik，Gewerkscha刷iche　Lohnpolitik　zwischen　Mitghederinteressen
　　ulユdδkonomischen　Systemzwヨngen，Frankfurt・K61n1975．
　（3〕　V．Agartz，Die　Lohnpolitik　der　deutschen　Gewerkschaften，Gewerkschaft－
　　1icheルionatshefte．1．Jg、（1950），H．10．S．422．
　（4）　Agartz，a．a．O。，S．446．
　（5〕　Agartz，Beitr量ge　zur　wirおcha｛tlichen　Entwick1ung1953，Expansive　Lohn－
　　politik，WWI－Mitteilung，Zeitschrift　des　wirtschaftswisse口scha舳chen　Insti－
　　tuts　der　Gewerkschaften，6．Jg・（1953），H・12・S．245伍・
3．積極的賃金政策
　拡大賃金政策の構想のあとに登場するのはr積極的賃金政策」（aktive　Lohn－
politik）のそれである。55年5月のDGBの行動綱領は組合にr積極的賃金・
給与政策」を義務づけている。もっとも，この積極的賃金政策がなにを意味す
るかは，必ずしも明確ではない。組合もこれの目的等について明確な説明をし
ていないのである。げれども，積極的賃金政策なるものが，組合のラディカル
な改革主義から，穏燵な行動綱領による改良政策へと移行する，協約政策上の
構想の変化の一端を反映していることは間違いなかろう。あるいは，そうした
変化の重要な過渡形態をなすのが，積極的賃金政策だといえる。ω
　なお，積極的協約政策（aktive　TorifpOIitik）という言語記号も，後年には
使われるようになった。当然のことながら，積極的協約政策は積極的賃金政策よ
りも多くの事項を包摂している。たとえば，69年のECの自由労働組合の「労
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働協約原理」には積極的協約政策の目的という箇所があり，つぎのような事項
があがっている。すなわち，r完全雇用の維持，労働者のための所得と財産の
より適切な配分，経済成長の強化と大衆購買力の引上げ，価格安定化の健進」
である。②また，「積極的協約・賃金政策」というスローガンもある。たとえば
54年のフランクフルトのDGB大会では，これをめぐって議論がおこなわれて
いる。しかし，ここでは差し当り，積極的協約政策ではなく，積極的賃金政策
のほうがとり上げられる。
　積極的賃金政策に関しては，O。ブレンナーがIGメタルの56年度犬会にお
いて言及している。それはアガルツの拡犬賃金政策の考え方から，景気政策的
購買力のそれを引き継ぐものである。ブレンナーは過剰投資のなかに，景気上
の危険性があると考える。「拡大する商品生産がある日，十分な購買力を見出
しえなくなる」からである。積極的賃金政策のいまひとつの要素は，公正な
（gerecht）所得配分である。さきの行動網領のなかでは，たんに杜会生産物
のr公正な配分」がうたわれているだけであって，以前のように賃金取分の拡
夫といった目的はもはやみられない。ブレンナーは杜会生産物の公正な配分に
関し，つぎのようにいっている。rわれわれの賃金要求の背後には，積極的賃
金政策の範囲において杜会生産物の新しい分配という目的があるのである」。｛3〕
　当時の配分状況についていうと，賃金所得者の状態は相対的に悪化してい
た。だから，この漠然とした公式化も，当時の状況からして，実際には賃金取
分の拡大を意味したわげである。しかしながら，組合は50年代前半のように，
賃金敢分の積極的拡大をスローガンとして前面に出さなくなっている。なお，
杜会生産物の公正な配分という要求は，一連のいわゆる杜会政策的要求によっ
ても補完されていたことも注意を要する。すたわち，賃金所得者が一般の福祉
向上に参加できるのは実質賃金の引上げを通じてばかりではたく，労働時間の
短縮，休暇の延長，杜会保障ツステムの拡充を通じても可能であ乱所得配分
の変更は，経営者利益の負担において杜会政策上の改善をすることによっても
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生じ私あるいは，収益税をアップして，杜会政策の財源にすることによって
も，同じ効果がある。ただ，杜会政策上の改革が経営者にとって付加的コスト
をもたらすとき，それは賃金交渉の際にその上昇分のなかに織り込んで計算す
る。これは価格に転嫁される。なお，積極的賃金政策の場合には，アガルツの
さきの生産性テーゼも受げいれてはいない。組合はさきの綱領から推測できる
ように，組合が企業に対し合理化のための圧力をかけると，かえってそれは労
働者にとって様々の負担となってはね返り，結局は労働老に不利だと考える。
とくに合理化が省力化のかたちですすむときには，展用間題が生じてくる。し
たがって，賃金政策は合理化の先導車となるべきでなく，むしろ組合は合理化
保護措置を要求すべきだという。
　ところで、経営老陣営のほうには，既述のような，労務費負担をできるだけ少
なくしようとする態度を引き続いてとる者がいた。ただ，多くの経営者や連邦
政府のなかには賃上げを生産性アップとむすびつけて考えようとする姿勢がみ
られるようになり，60年代前半においては，賃金と生産性の関係が協約当事者
や政府などのあいだで大いに議論された。連邦政府は最初の年次経済報告書の
なかでも，完全雇用を緯持するためには，生産性向上を上回る賃上げは望まし
くたいという主旨をのべている。違邦政府の当分野での指針は，労働者ひとり
当りの賃金・給与の上昇を，就業老ひとり当りの全体経済的な生産性の伸びに
むすびつげることであった。その言分によると，生産性の伸びを上回る賃上げ
は，賃金取分を拡大し，労務費を増加させ，ひいては価格引上げをもたらした
り，投資の抑制をまねいたりする。いずれにしても，経済の安定的成長が損わ
れるというのである。
　組合は賃上げを生産性の伸びにむすびつげることには反対の態度をとってい
る。すでに，7レンナーは56年に，経営者が賃金問題をいわゆる国民経済の生
産性推移にむすびつげ，現在の所得配分を永続化しようとしている，とのぺてい
る。ブレンナーはこのこころみが挫折したとのべている。また，67年のDGB
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の中央執行委員会も，組合の協約政策の原則として，協約自主性の維持と積極
的賃金政策の継続とともに，賃上げと生産性向上のむすびつげ，後者による前
著の規制に対する反対をあげている。＝4］反対理由はこうである。まず，これに
よって現在の所得配分が固定化されてしまう。っぎに，協約政策は費用と生産
性の推移だげではなく，財産や所得や消費の推移も考慮しなげればならない。
　げれども，ブレンナーのおひざ元のIGメタルの中央執行委員会のほうは，
さきのブレンナーの発言があった同じ頃に，組合の賃金政策の可能性と隈界を
認識していたようにみえる。r技術進歩は将来労働生産性をいっそうたかめる
だろう。したがって，夫衆の購買力を同じ程度にアップさせることが重要であ
る。技術進歩によって客観的に必要になる犬衆購買カアップ，つまり杜会生産
物のうちでの大衆の所得分の引上げは，企業家をしてむしろ，設備投資を制限
させ，景気をストップさせ勝ちであ飢したがって，組合の賃金政策だけでは，
完全雇用を維持するのに十分ではない。国家がこのために，合目的的な経済政
策を展開し，場合によっては自ら公共投資をおこなわなげればならない」。㈲
　ここに組合の賃金政策のジレンマがあるわけである。すなわち，それは配分
政策の用具であると同時に，景気・均衡安定化の用具であることはできない。
しかも，組合の賃上げの協約政策に対しては，企業は価格引上げや投資の制約
をもって対処できるという面からすると，組合にとっての賃金政策上の裁量余
地は，予想外に非常にせまいものである。かくて組合は，r体制のゲーム・ル
ール」（Spielrege1des　Systems）に適合するか，それとも長期の闘争戦略を
すすめるかという選択を迫られるのであ乱一定の杜会的，政治的，経済的条
件のもとでは，協約政策は体制の要請に適応せざるをえない。もっとも，組合
が現実的な閾争を通じて入手したわずかの成果が，政府の経済政策のために帳
消しにされるという事態もありうるのである。
　新たに登場した積極的賃金政策は，組合が体制の成長と安定を暗黙裡に承認
したことを意味する。機能主義的に解釈された体制の状況があるわけである。
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賃金，給与は多くの変数のなかのひとつの変数にすぎない。国民経済の成長
と安定のためには，厳密に規定された，組合の賃金政策的行動を要請する。
再配分目標は必要な経済成長・安定政策上の目標を逢成するために，後退さ
せられてしまうし，実際もそうだった。後者の目標が実現される範囲におい
てのみ，賃上げはゆるされるし，再配分も容認されるのである。そこには組合
が再配分をめざし突進しても，これを弱めるシステム，組合にとっては「徒労
のメカニズム」があるわけである。結局において組合は体制に適合し，繁栄す
る資本主義経済の安定・成長条件のもとに協約政策を置かざるをえない。組合
のこうした考え方や態度の変化は，当時のつぎの文章に示されている。「われ
われの考えでは，『拡大的賃金政策』から『積極的賃金政策』へという組合用
語の変化ぼ，また組合の考え方の転換のはじまりを意味する。つまりユートピ
ア的ではない，合理的な賃金政策とは良き景気政策の下位的構成部分であるし，
しかもそれは当領域で決定的な役割さえも演じう私その等閑視はすべての景
気政策を失敗させうるし，景気を失速させるかもしれない」。16j
　積極的賃金政策の考え方は，組合が当時の西ドイツの経済的・政治的状況に
適応するなかで公式化されたものである。というよりも，組合は当時の抗し難い
経済的・政治的条件を甘受せざるをえなかった。その結果のひとつのあらわれ
である。行動綱領のなかの経済的要求とその論拠は，プラグマティズムの刻印を
帯びるようになった。それに，さきに指摘したように，積極的賃金政策の内容
があいまいなことも，組合指導老に対し，組合員の要求と経済の安定化要件の
あいだをバラソスさせるのに必要な高度の弾力性を保障することになった。ほ
とんどすべての協約政策活動は，積極的賃金政策の構成部分として解釈でき
た。それに，この協約政策の成否を判断するような基準もたかったのである。
r積極的賃金政策」というスローガソはかくて，賃金政策の分野で積極的ない
し活動的であるべきだという，単純な組合任務とほとんど同義であった。もっ
とも，一方では「公正な配分」のための闘いという点は強調されている。けれ
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ども，この表現は多分に組合内部に向げてのものかもしれない。公正な配分と
いう要求は，組織に組合員をむすびつけ，労働者層のなかで組合の魅力を纏持
するために必要なスローガソであろう。これは別に西ドイツの組合にかぎった
ことではない。しかし，組合のそうした発言をたんに，組合内部に向けたラデ
ィカルな修辞の間題だとして片付げてしまうことも，必ずしもできないだろ
う。しばしば組合の綱領や声明にみられるように，積極的賃金政策のなかには，
企業家と政府に対する潜在的威嚇がふくまれている。組合がいぜんとして，賃
金を生産性へむすびつげることを断乎として拒否し，再配分目標に固執してい
る事態は，組合がつねに，より硬化した賃金政策に戻る可能性を残している。
組合のそうした態度表明は決闘申込のサインでもありうる。それに，組合が体
制こ合致した賃金政策をとっていても，それは威嚇と闘争によって成功すると
いう面は大きい。もっとも，威嚇や闘争が，賃金政策を展開するにあたっての
一切の手段ではない。
　なお，50年代後半から60年代はじめにかけての協約政策ということであれば，
前述のような積極的賃金政策の問題のほかに，労働時間短縮のそれが言及され
なければならない。DGBの55年の行動綱領は，すでに労働時間短縮の要求を
かかげ，1目8時間労働・週休2日制を主張した。DGBの考え方では，労働
時問短縮と賃上げはr統一的要求の包み」（einheit1iches　Forderungspaket）
とみなされ，互いに相殺されるものとされたのである。こうした要求について
のDGBとドイッ経営者連盟のあいだの団体交渉はうまくいかなかった。この
あと，IGメタルのほうは精力的に労働時間短縮の団体交渉を展開して，段階
的に実現に努めた。付言すると，当要求は67年1月に実現をみたのである。
　ところで，労働時間ということだと，組合にとっても経営者側にとっても統
一的規制が望ましいわけである。じつは西ドイツの組合の協約政策の中央化，
中央集権化は，この労働時間短縮問題を具体的なきっかけとしてすすむことに
なるのである。
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注（1）　「積極的賃金政策」という表現は，すでに以前から使用されていたし，アガルツ
　　の場合にもこの表現がみられる。しかし，ここにいう積極的賃金政策とは50年代後
　　半から用いられた表現であって，特定の意味内容をもつものだと解される。
　（2）　Tarifpolitische　Grunds査tze　der　Freien　Gewerkschaften　in　den　Europ身ischen
　　Ge㎜einschaften＿De－1Haag，24．Apri11969．
　（3〕　0．Bre口ner，Die　Zeit　nut2en！，Funktion身rszeitschrift　des　DGB．6－Jg．（1955），
　　H．10．S．449．
　（4）Notwendigkeit，Voraussetzungen　und　M6glichkeiten　einer　koordinierten
　　gewerkschaftlichen　Tarif－und　Besoldungspolitik－BeschhB　des　DGB－
　　Bundesvorstandes　vom4Apri11967．
　（5）　H．Matth6fer，Notwe口dige　gewerkschaftliche　Konsequenzen，Der　Gewerks－
　　chafter，5．Jg。（1957），Nr．5－S．26．
　（6）Konjunkt岨politik（1954／55），H．1－S－53．
4．労働者の財産形成政策をめぐって
　西ドイツでも60年代後半になると，経済繁栄にカゲリがみえはじめる。67年
は同国の総国民生産がはじめて停滞した年である。65年には経済安定・成長促
進法が成立している。西ドイツでは，経済の安定・成長が大きな間題となり，
所得政策のカゲが，労使関係のうえに影をおとすようになってきた。67年から
は，経済安定・成長促進法にもとづき，r労使協調行動」がおこなわれるように
なり，組合の賃上げ要求には実質上，大きな拘東が生じるようになった。60年
代後半から70年代はじめにかけての組合の協約政策には，所得政策への対応が
みられる。m西ドイツの主要組合のうちで賃金戦略のたかに，所得政策的構想
を最柳ことり入れたのは，IG建設・土木（IG　Bau－Steine－Erden）であった。
IGメタルのほうは積極的賃金政策のワクのなかで再配分目標をかたくなにか
かげ，その綱領のなかでも賃上げと生産性を結びつげること，つまり生産性ル
ールに対し一貫して拒絶の態度を貫いてきた。ところが，IG建設・土木のほ
うは，その賃金構想のなかで財産政策をうたい，生産性ルールさえ部分的には
受け入れていたほどであった。IG建設・土木は50年代の経験にもとづいて，
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伝統的な賃金政策だけをもってしては公正な所得配分・財産配分は成就しえな
いと考えるのである。同組合議長のG．レーバーは63年に伝統的賃金政策のジ
レンマについて，こう言っている。rわれわれは力を手段にして，賃金の名目
額を左右することができるのだが，しかしこれだげでは，名目額の購買力に影
響を及ぼすことはできない」。H．二一レンベルクもつぎのようにのべている。
rこの指標の基礎は国民総生産の名目的増加であったし，現にそうであ私そ
れに加えて，全般の景気状況，建設業の状況，経済政策・財政政策からの影響
が考慮され私こうした指標にもとづく賃金協定は遠大な再配分目標をしめ出
してしまうが，国民生産の増加率と同じテンポでの労働著所得のアップは保障
するし，賃金・給与所得者と自営業者の人数に変化が生じても，企業家所得と
労働者所得のあいだでの同一配分を保障するものである」。一到
　IG建設・土木は綱領のなかで新しい協約政策とLて，r公正な」配分という
目標をたてている。もっとも，これはDGBやIGメタルの積極的賃金政策と
同じように，その内容はあきらかではないのである。IG建設・土木のほうは，
配分政策上の目標を実現するチャンスを，労働者の財産形成政策のなかに見出
したわけであ飢組合は労働者の財産形成政策を武器として，これまで十分に
成果が上らなかった配分問題を処理しようとしたのである。組合はその労働者
の財産形成政策の目標を，つぎのように規定している。帽］すなわち，1．労働者
は杜会生産物へのより公正な分け前にあずからなければならない。2．この参
加は労働者を経済成長に参加させるものだし，その国家市民的存在に，いっそ
うの支えをあたえる。3．経済進歩に必要な投資量を確保するために，計画的
な財産形成促進は通貨の安定化にも貢献すべきである。
　げれども，客観的情勢のなかで，賃金政策一本槍の推進がむずかしくなり，
組合もとりわけ労働者の財産形成政策について積極的な取り組みをせざるをえ
なくなったとしても，組合がみずからのリーダーシヅプにおいてこれをとり上
げることには，若干の礒踏もあったようである。組合のなかには，労働者の財
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産形成という構想に対しては，それに杜会主義観念の予防という政治目的が
むすびついている，と批判する向きがあるからである。こうした批判者による
と，西ドイツの一方的な財産集中はその秩序の存続にとって危険である。した
がって，労働老の財産形成政策の展開を通じて，労働者がいぜん無産階級（プ
ロレタリアート）の状態にあるという事態，とくにかれらが生産財産の所有に
参加していないという事態は，解消されなげれぱならないのであ乱
　たしかに，労働老の財産形成政策を推進しようとする動機は，杜会主義の構
想に発するものではないだろう。むしろそれは，杜会主義の考え方に対立する
のかもしれない。労働者の財産形成政策に関する多くの考え方と同じく，IG
建設・土木のそれも，理論的背景はカトリックの杜会論にあるといわれる。カ
トリックの杜会論の基本原理によると，杜会主義の要求する生産手段の杜会化
も，資本主義における労働者層の無産状況も，ともに良くたいのである。かれ
らの無産状況は，財産形成をおしすすめることによって解消すべきである。も
ちろん，その場合に自助（Selbsthi1fe）が重要であるが，同時に，杜会政策も
必要である。法皇の杜会回勅には，つぎのような一節があるといわれる。‘4，r生
産財に対する私有権が自然の理にかなったものだという点を主張するだげでは
十分でない。同時にあらゆる杜会層へのその有効な分散が力強くおしすすめら
れなければならない」。
　IG建設・土木の政治目標はrアンチ・プロレタリ7一ト化した」，財産所右
の労働者をつくり出して，杜会階級のあいだの利害を調整することにある。IG
建設・土木はその財産形成政策の根拠づけにあたって，投資主導の経済成長を
優先させるべきことも強調している。労働者の財産形成を推進するときには，
企業の投資力と投資性向とマクロ経済的投資量を損わないように配慮すること
カミ重要である。そのうえ，経済成長に必要なら，投資と消費のあいだの現存の
関係は大きく変えないほうがよい。いっそう発展しようとする産業杜会は，ま
すます多くの投資をしなければならない。まさに，投資へのこの強制と，それ
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とむすびついた資本拡張こそが，IG建設・土木の考え方によると，生産手段
の所有があらゆる杜会層にまたがって普及することを求めるのである。それが
一方では，投資力を増大せしめるし，他方では進展する所有集中にブレーキを
かげることになる。こうした資本形成論はもちろん，組合が拡大的賃金政策お
よび積極的賃金政策において展開している購買力論と矛盾する。これまでは，
生産増加におくれた購買力が，組合の賃金要求を正当化する根拠だった。とこ
ろが，レーバーによると，r……われわれの経済装置をたえず高度に近代化し，
合理化するため，またそれを，国民の高い購買力が必要とする程度にまで拡大
するため」，それが必要たのである。
　ところで，労働者の財産形成はとりわげ，再分配されるべき財産額がわずか
だという点に間題がある。この点が労働老の財産形成政策に対して，組合の多
くが冷やかな対応をしている，ひとつの理由かもしれない。すべての理論的お
よび経験的研究は再分配だといっても，その金額には隈界があることを指摘し
ている。㈲
　a）組合提案もふくめ，すべての財産形成計画はたんに，年々新規につくり
出される財産への労働者の参加を意図するにすぎない。現存の財産のほうは手
づかずのままである。デュッセルドルフ綱領においては，現存財産の再配分が
要求はされているが，IG建設・土木の提案も，DGBのその後の提案もそう
Lた目標はかかげていない。
　b）従来のすべての提案ば大部分が，20パーセソトの限界内である。W．ク
レッレによると，これが限界点であって，企業はこの点まではなんとか対応策
を講じうる。
　C）従来実施されてきた労働者の財産形成政策は，貧弱な成果をおさめたに
すぎたい。組合の協約締結も立法措置も，企業内のこの種の施策も今日まで，わ
ずかの貯蓄増進をもたらしただけである。71年には1，400万人の労働者のうち，
1，000万人の労働者が労働協約を通じ，財産形成の絵付を受げたが，そのヰ均金
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額は430マルクであっれ労働著の財産形成政策は杜会政策にとどまっている
のである。
　労働者の財産形成政策に対する批判の声は，組合内部ではつよいようであ
私その理論は必ずしも杜会主義的性格のものでもないし，西ドイツでの現実
の運用にも，組合としては上記のような不満な点もあるわけである。加えて，
つぎのような事情もある。企業にとって労働老の財産形成のための支出は，賃
金と同じように費用とみなされ，価格に転嫁されるのである。こうしたやり方
は建設・土木部門にかぎらず，他の部門でも一般にみられる。労働者の財産形
成のためのカネは実質的には利益からではなく，価格引上げのかたちで消費者
から調達される。実際，B．グライツェの提案や連邦政府の草案では，従業員
数2，000人以上の企業の利益から，労働者の財産形成のための拠出がおこたわ
れるシステムになっていた。㈹しかし，この場合においても，現実には値上げ
がおこなわれ，消費者への転嫁がなされる可能性があるわげである。かりに，
この種のシステムのために利益カミダウソする懸念が大きいとすると，それは企
業の投資意欲に悪影響を及ぼすことになろうし，雇用の問題がおこるであろう。
H．マイソホルトは，財産形成のための支出が経営者にとって付加的な費用要
素であるという前提に立って，その経済効果を論じている。「経営者の利益期
待にも重大な悪影響が出てくる。かれの投資意欲は減退し，成長と雇用も損害
を蒙る。おそらくはまた，経営老はこの付加的コストを転嫁するために，値上
げするだろう。もちろん，その金額は貯蓄されるので，需要は差しあたりは，
アップした価格でのこれまでの供給を支えるほどに犬きくばないであろう。し
たがって，販売量はダウンし，価格が下らないかぎり，失業問題がおこる。政
府は景気政策上の介入をせざるをえない……」。ω
　多くの人びとにとって，労働者の財産形成政策の構想についての大きな期待
は，以上のような事柄からしてしぼんでしまうかもしれない。しかし，西ドィ
ツ内外の厳Lい状況からして，積極的賃金政策の展開もはかばかしくないとす
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れば，協約政策のひとつとして，労働著の財産形成政策を推進することも，現
実的な対応だということができよう。現状では，それには多くの大きな問題点
があることは否定できない。しかし，漸進的な改革もすすめられている。帽j労
働者の財産形成政策には，またそれなりの将来の展望もあるのである。
　西ドイツの組合運動全般のなかで，IG建設・土木がとった労働者の財産形成
政策上のイニシアティブは新しい事実であっむ財産有効給付についての協約
締結は，その後は他の組合もこれに倣うようになった。組合のなかにはSPD
の計画に倣って，法律による労働者の財産形成に賛成するところもある。こう
したシステムの骨子は，すべての企業に対して利益増大分に合わせて段階づけ
た財産支出を法的に義務づげることにある。現金または有価証券が，組合の統
制下にあるファンドに入る仕組であ乱ファソドにおいては，それらはもっぱ
ら投資金融のためにだげ使われる。いずれにしても，こうしたファンドは大体
において，グライツェが57年にはじめて提案したような杜会基金に似ている。
　もっとも，IGメタルや公共交通労働組合（OT▽）のような大組合は，労働
者の財産形成政策に反対の態度をとっている。これらの組合によると，労働者
の財産形成政策は利害対立を糊塗するものにほかならない。IGメタルの労働
者の財産形成政策に関する「主旨書」によると，財産政策には限られた社会政
策的機能しかないという。それは労働者の杜会的地位を根本的に変えるもので
はない。労働著は財産形成によって賃金・給与受取人としての従属地位から解
放されることはないからである。それはまた，経済権力の問題を解決しえな
い。生産手段に対する私的処理権のほうは手づかずのままである。さらに，労
働者の財産形成政策は直接ないし間接に積極的賃金政策，あるいはより公正な
租税負担配分を妨げる。こうもいっている。労働者の財産形成に関するrすべ
ての計画がこれまでなんら実際に成功しなかったばかりカ㍉それが共同決定要
求，杜会化，積極的賃金政策を背後に追いやることだげを意図したものである
ことがあきらかになった」。IGメタルは労働者の財産形成政策を捷進するくら
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いなら，企業の租税負担をたかめ，高収入には賦課金をかげるほうが良いと主
張してい私この賦課金は杜会的インフラストラクチュアの改善などの資金と
して使うという。
　けれども，IGメタルの推進しようとする方向ははたして，最近の西ドイッ
の情勢のなかで実現されるだろうか。IGメタルの路線をそのまま実行しよう
とすれぱ，大方の人びとが指摘しているように，労使関係は非常に緊張したも
のとなろう。現実はむしろ，IG建設・土木が目指している方向に動いている。
注（1）この時期以降は西ドイツにかぎらず，欧米諸国の労使関係には，所得政策の問題
　　がクローズ・アソプされてくる。この点については，つぎの文献を参照のこし西
　　山武典薯『所得政策一目本に適応の条件はあるか』ダイヤモソド杜，昭和49年。
　　また，西ドイツの状況については，二神稿「西ドイツの労使協調行動について（1）」，
　　早稲田商学（第273号）をみられたい。
　（2）H．Ehrenberg，GewerkschaftIiche　Einkommenspolitik　in　der　sozialen　Markt・
　　wirtschaft，in：Beitrage　zur　Wirtschafts・md　Gese1lschaftsgestaltmg（Fests－
　　chrift　f直r　Bruno　Gleitze），Berlin1968・S．342．
　（3）G．Leber，Verm6gensbildung　in　Arbeitnehmerhand・Frankfurt　am　Main
　　1964．S．14．
　（4）　Bergmann，Jacobi　und　M削1er－Jentsch，a－a・O・，S・166・
　（5）　a．a．O．，S．167．
　（6）グライツニの提案については，つぎの文献をみられたい。市原季一著『経営学論
　　考』森山書店，昭和52年。また違邦政府の草案については，つぎの文献を参照され
　　たい。二神著『参カロの思想と企業制度』目本経済新聞杜，昭和51年。
　（7）H．Mei口hold，Investi甲1ohn　md　soziale　Marktwirtschaft，in：▽erm6gens・
　　bi1dung　ill　Arbeitnehmerhand．S．72．
　（8）二神著，前掲書をみられたい。
5．職揚に即した賃金政策
　r職場に即した賃金政策」なる考え方は，IGメタルの58年の組合大会におい
て，当時の賃金問題担当の中央執行委員だったF．ザルムが提案したものだと
いう。その後，職場に即した賃金政策の考え方はいくつかの論文のなかで，い
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っそうの発展をみるようになっねさて，この賃金政策はさきにのべた積極的
賃金政策の補完であり，また必要な拡張だと解されている。職場に即した賃金
政策の意図するところは，組合の協約政策が職場から離れ（betriebsfem）勝
ちである事態を克服し，職場におげる組合の存在感を重くし，交渉力をたかめ
て，組合員の利害代表性をつよめることにある。組合としては，これは当然の
発想というぺきであろう。そして，この賃金政策の構想は今日も，その意義な
り現実性を失ってはいない。それどころか，この構想はいっそう今日的意義を
増しているといえよう。IGメタル自身がみとめるように，組合の賃金政策の
中央化と国民経済の諸指標へのその適合化は，いっそうつよまっているからで
ある。
　職場に即した賃金政策は，組合の既存の協約政策に対する批判から発展し
た。その出発点となったのは，締結される労働協約がひろい適用領域をもつと
いう事実である。たとえば金属産業においては，それは企業や経営体や職場を
こえたひろい地域をカバーし，ときには西ドイツ全体をカバーすることもある。
その労働協約は金属産業の全部門に適用される。当然に規模がちがい，技術設
傭が異なり，収益性にも差異がある企業，経営体，職場が適用下にはいってく
る。したがって，労働協約のなかでは，労働条件と賃金最低額だげが一般的に
規定されるにすぎないのである。ω当然のことながら，企業や経営体のなかで
の具体的な労働条件，賃金支払方法，実際の支払額については不十分な規定し
かできないわげである。労働協約の規定を特定の企業や経営体の状況に合わせ
適用していくことは組合には不可能である。このギャップを埋めるのが，現行
の二重利害代表システムでは，②経営者と経営協議会のあいだの内部交渉であ
る。
　とにかく，西ドイツの現行の協約システムに対する批判としては，っぎの3
点があげられる。まず，企業や経営体のなかでの労働条件と賃金支払方法が十
分把握できないこと，つぎに，協約賃金と実際に支払われる賃金のあいだにギ
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ヤップがあること，さらには，組合内民主主義と職場での組合のあり方をどう
関遵づけるかということである。
　ザルムは労働協約が企業や経営体での労働条件と賃金支払方法をどのように
してとり上げるのかという問題に関してこういっている。すなわち，従来の労
働協約は賃金分類，職務特性，その他の賃金関係について30年まえのやり方で
処理している，と。幅〕けれども，技術が進歩し，職場の設備も更新されてLま
い，これがまた賃金支払方法も一変させる結果となった。このため，地域別労
働協約の賃金規定などは，現実に合わない代物になってしまったといわれる。
そ棚こ，組合が望み，意図した結果ではないのであるが，地域別労働協約ない
し中央労働協約は協約賃金と実際の支払賃金のギャヅプを生むこととたった。
この賃金ギャップ（wage・gap）は西ドイツでは，すでに50年代中頃に認識され
ていた。地域別労働協約の際には，賃金はもっとも収益性のたかい企業を基準
にして決められるのではない。こうした賃金交渉のなかでは，収益力のある大
企業の支払能力に焦点をあてて賃金要求をすることはない。そのことは一方で
は西ドィツ大企業の投資能力をたかめさせる結果となっているが，ω他方では
当然に，協約をこえた追加的な賃金と杜会給付を生むこととなるのである。こ
のシステムは結果的には，労働者をもっぱら有効に守るべき労働協約の規定か
ら，実際の労働条件が大きくズレる事態をもたらしている。そして，その分だ
け，労働老を企業にむすびつけ，専断的な経営老に対するかれらの低抗力をよ
わめる可能性もあるわけである。同時に，経営老にとっては景気後退期におい
て，組合の低抗を受けずに，協約外給付をカットすることで事態を切り抜ける
ことカミできるかもLれない。もっとも，こうした措置に対しては経営協議会が
反発をするだろうL，おそらく企業内労使協調にヒビがはいるだろう。しかし，
経営者はとにかく，組合の強力な低抗には遭遇しないですむのである。
　ところで，企業や経営体のなかでの労使交渉は，経営者と経営協議会のあい
だでおこなわれることになっている。そして，経営協議会は経営体で働く労働
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者，つまり従業員の利益代表機関ということである。注意すべき点は，経営協
議会は労働組合の下部組織ではない。それは組合の経営体支部ではないのであ
る。少くとも形式はそうである。さて，企業の経営者と経営協議会のあいだの
交渉や協定（つまり経営協定）は，団体交渉機能や協約締結機能をもっのであ
ろうか。組合の見地からすると，経営協議会は，法的地位からしてこの種の機
能を適切にはたすことはできない。それどころか，経営協議会に交渉機能や協
定締結機能の一部を手渡すことのため，組合の交渉力は全体としてよわくなる。
企業の経営者と経営協議会の力関係においては，従業員側の立場はよわいから
である。加えて，経営協議会には経営組織法の規定にしたがうと，平和義務が
あり，また企業の繁栄にも協力しなげればなら底い。法的闘争手段は使うこと
ができないのである。｛5〕
　ザルムは「労働協約と企業での関係のあいだの犬きなギャップによって，組
合員の労働協約や組合の政策に対する関心がうすれてくる」点を，くり返し強
調している。そして，ここから経営利己主義が台頭し，一種の経営サンジカリズ
ムが芽生えてくることを懸念している。従業員の眼からすると，あたかも経営
協議会が協約政策を決定しているかのようにみえるのである。中央的な協約政
策のあと，生じるのは組合の交渉力の分割と弱体化であり，企業や経営体での
具体的な事態からの組合の排除であり，経営者の利害への迎合である。ザルム
によると，従業員の眼には経営者の努力において労働条件の付加的ないし杜会
的改善があるのであり，組合の影響力のほうはダウソしていると映るのであ
る。そのほか，「協約政策の中央化のために組合の地区麺織や管理都は硬直化
している」。企業をこえた協約政策の以上のような欠陥は，職場に即したそれ
が是正しなければならないものである。ザルムによると，職場に即した協約政
策の実質上の目的とは，まずr労働者の収入のより大きな確保にある。また，
企業内の賃金決定を経営協議会一経営者の交渉関係からとり出し，労働協約の
内容とすることもねらいである。さらに，組合が個々の職場の労働条件につい
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て影響力をもつことも目的であ乱さいごに，企業における組合活動を拡大化
すること，したがって組合組織を強化することも意図されている」。㈹
　ザルムをはじめ，職場に即した協約政策の主張者によると，こうした目的を
達成するために，企業や経営体のたかでの交渉は経営協議会から組合の機関へ
移行させるべきであり，経営協定は企業と経営体のなかの雇用・賃金関係の協
約化により置きかえられるべきである。かくして，企業と経営体のレベルでの
組合の交渉システムの制度化がこころみられることになる。それはつぎのよう
な用具からたるといわれている。1）地域の労働協約のなかに公開条項を設け，
特定諸事項に関する企業内協約交渉はオープンにする。2）企業や経営体での
付加的労働協約。それは一般的規制の具体化を内容とし，また付加的給付に関
する揚約化を内容とするものである。3）企業のなかに組合の決定・交渉機関
として経営協約委員会（Betriebstarifkommission）を設置する。
　経営協定は経営協議会と経営者の不平等な力関係のもとで締結をみていたが，
こうした構想においては事態が変わるかもしれない。職場に即した協約政策の
推進者は，組合の経営協約委員会の背後には，ストライキ権をふくむ組合の完
全な権力がある，という。「地区指導部のリーダーシップ下にこの経営協約委
員会ば経営体における賃金支払形態と労働条件の一部について，要するに付加
的取り決めについて交渉をする。当委員会は経営体において具体的になされる
べき要求を形成し，また経営協定の遵守を監視するのである」。〔刊
　ザルムは同時に，組合内部の意思形成の民主化と，協約締結をめぐる闘いへ
の組合員の積極的な参加も強調している。この点は重要だと思われる。rこう
した組合の措置によって，経営体の組合活動家と協約政策担当者からなる集団
がつくられ，協約形成作業とその実施がこれまでよりも密着したものとなる。
かくて将来にあっては，かれら自身がつくり出したものを代表する多数の活動
家があらわれよう」。峰〕こうLた状況だと，従業員の眼からみると，組合は直接
の利害代表老となるだろうし，企業や経営体のなかでも組合活動が活発化する
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だろう。
　職場に即した協約政策の考え方カ咄現したのは，DGBとその傘下の組合が
賃金ギャップの増大に苦慮したときだった。50年代はじめには組合員数の増加
があり，組織率もアヅプしたが，50年代後半になると，停滞がおこり，組織率
は低下するにいたる。50年代半には，協約賃金と実際に支払われる賃金のあい
だのギャップが，いっそう大きくなるのである。西ドイツ経済の繁栄が続き，完
全雇用の達成もみた。そして，企業の収益性の好転と人手不足という条件のた
かで，経営者は労働力を確保し，新しい労働力を獲得するために，協約賃金よ
りもたかい賃金支払をすることも多くなった。また，こうした状況においては
個人的仕方で生活水準を改善するチャンスも大きくなるので，組合に加入する
誘因もダウソする。50年代末には，DGB傘下の組合は組織率をたかめるため
に様々の手を打ったが，職場に即した賃金政策もそのひとつの手である，とい
うことができる。また，職場に即した協約政策は，経営者一経営協議会の交渉
・協力関係を突きくずすねらいももっていた。経営組織法の施行以降，組合は
少くとも形式上，企業や経営体のなかからしめ出された格好になった。しかも，
協約賃金と実際の支払賃金のギャヅプ，賃金ギャップは多分に，経営者と経営
協議会の交渉から生じるわげである。その他の労働条件に関しても，同様のこ
とがいえるわげである。職場に即した協約政策は，経営協議会をおし除けて・
経営体内部に組合の下部組織をつくり上げ，これが経営者との交渉にあたるこ
とを意図したものである。それはr職場における共同決定」の主張と同じく，
二重利害代表システムに挑戦しようとするのである。
　さて，職場に即Lた協約政策は，ザルムが58年の組合大会において正当性を
主張したにもかかわらず，あまり実践化されなかった。IGメタルの分野では，
その唯一の実際例は60年のフォード杜のケースがあるにすぎない。なお，その
10年後にIG化学のヘッセン地区が，この方向で協約政策をおしすすめようと
した。胞1けれども，2つの場合とも，2つの理由から失敗に帰した。これも，
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職場における共同決定の場合と似た事清だろう。まず，経営者は収益性のため，
また企業に対する支配維持のために，織場に即した協約政策とむすびついた組
合の直接の影響力が企業内の事態に及ぶことをおそれ，これに低抗した。経営
者の低抗は当然に予想されたことである。つぎに，労働老陣営内部の事情から
も，職場に即した賃金政策は挫折せざるをえなかった。経営協議会と労務担当
取締役はこの政策の展開によって，自分たちの交渉・決定裁量が大いにせばめ
られるのではないかという懸念を抱いた。それだけではない。組合中央も自分
たちがやがては無視されるのでは淀いかとおそれたようである。組合員をつな
ぎとめ，新規に獲得するという観点からみると，この考え方は受け入れたいと
ころだろうが，この考え方を実行するとなると，組合の下部組織への分権化が
必要になるからである。因みに，組合中央の交渉・意思決定のひとり占めの状
態については，内部からの批判がつよいようである。
　しかし職場に即した賃金政策の主張には，困難な問題がある。ザルムたち
が主張するようなかたちで，かりに職場に即した賃金政策が実現化したとして
も，それを組合中央の賃金政策の全くの延長として展開することは，むずかし
のではないかろうか。形式のうえで交渉組織を一本化しても，実質上労働者利
害が二元化しているなら，二重利害代表の間題は解消したい。
注（1）二神稿「西ドイツにおける団体交渉と共同決定，二重利害代表システムの形成」，
　　目本労働協会雑誌（1979年8月号）。
　（2）前掲論文参照のこと。
　（3〕　F－Sa1血，Betriebsnahe　Tarifvertr至ge，Der　Gewerkschafter・6・J9・（1958）・
　Nr．9／10，S．1。
　（4〕　Bergmann，Jacobi，M七11erJentsch・a・a・O・・S・171・
　（5〕経営協議会のシステムについては・二神薯・前掲書をみられたい。
　（6）　Salm，a・a・O・，S・1■
　（7〕　Salm，a・a・O，・S・9・
　（8）　Salm，a・a・O・，S・9・
　（9）IGメタルのいわゆるフォード・アクチオソについては，つぎの論文が参考にな
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るo　E．Schmidt，Zur　Strategie　der　betriebsnahen　Tarifpolitik，in：Gewerks－
chaften　und　Klassenkampf，Kritisches　Jahrbuch72，Frankfu正t　am　Main
1972．
6．　む　す　び
　西ドイツでは，45年の敗戦以降，労使の団体交渉をみるようになったが，組
合側がこの伝統的なやり方を主要戦略として位置づげをするのは50年代に入っ
てからであり，組合が政治的，経済的な秩序形成から締め出しを食ったあとで
ある。疎外された組合がとる最初の協約政策とは，攻撃的な拡大賃金政策であ
って，配分拡大を目指した。経営老一企業の取分に対しての労働老のそれを拡
大しようとする賃金政策は，当時の労働者が強いられていた経済状況からして
も，組合がとるべくしてとった当然の協約政策というべきだろう。協約政策が
賃金政策とほとんど同義であったのも，この段階での特徴であろう。もっとも，
当時の組合がすべて，団体交渉の展開，労働協約の締結にあたって，拡大賃金
政策をとっていたわげではない。この段階では協約政策の統一化はそれほど進
行していなかったのである。それにもかかわらず，アガルツが公式化するよう
な拡大賃金政策は，理論上大きな難点があるとしても，この当時の組合の協約
政策を象徴しているものである。
　拡大賃金政策に続く協約政策は，積極的賃金政策ということであった。50年
代後半から60年代はじめにかけてあらわれるこの協約政策にば，まえの協約政
策ほどの激しさはなく，攻撃的性格は後退している。55年の行動綱領，とくに
63年の基本綱領にあらわれるような，DGBの基本路線の軌道修正があったわ
けで，要するに組合は現実に適応し，協約政策もより現実的なものとなった。
それとともに，組合の協約政策，賃金政策は国民経済運営上の要件に次第に適
合することも，要請されるようになる。賃上げを生産性と関連づげる間題もお
こる。組合は積極的賃金政策において公正な所得配分，賃上げを求めるが，し
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かし賃上げに対する杜会経済的制約条件も，より考慮せざるをえない。しかも，
この段階になると，協約政策のなかで労働時間短縮問題などもとり上げられる
にいたる。そして，労働時間短縮をめぐる交渉のなかで，団体交渉，労働協約
の申央化はいっそうすすんだのである。
　60年代後半の組合の協約政策には，所得政策の影がつきまとうようになる。
67年からは労使協調行動がくり展げられ，組合の賃上げは国民経済の健全な運
営という見地からの制約を受けるようになる。この動きとともに，労働者の財
産形成政策も，いっそう浮上してくる。IG建設・土木のように，自らのイニ
シアティブにおいて労働者の財産形成政策を推進している組合もあらわれるの
である。この組合の考え方からすると，それはむろん，所得政策的センスでお
しすすめるのではない。不公正な配分を是正するには，賃上げだけでなく，労
働著の財産形成も同時にすすめる必要があり，また後考の進展のなかで，労働
者の生産資本への参加も実現する。労働者の財産形成のための給付は，60年代
終りには，労働協約のなかで規定されるのが一般的になった。ただ，客観的に
みて，賃上げの代替物として財産形成給付の支給があると考えられなくもない。
政府の所得政策の推進と労働者の財産形成政策の浮上は無関違では危いであろ
う。なお現在のところ，労働者の財産形成政策は協約政策のなかで，実質上は
大きなウエイトをもってはいない。それはr協約政策のなかでの支配要素では
ない」。
　さて，60年代後半の組合の協約政策の特徴は中央集権化がすすんだこと，国
民経済運営上の要件からする拘束がつよまったことであった。具体的には労使
協調行動のワクが設けられ，所得政策への協力が強いられたわけである。前者
の特徴に関しては，協約政策は一般的性格を帯び，個々の企業や経営体の特定
の状況に必ずLも適合しなくなる。また，後者の特徴についていえば，協約政
策，とくに賃金政策は一般組合員の切実な要求を反映していない。70年前後に
おいて，職場に即した協約政策がス目一ガソとして，より前面に出てきた背景
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には，こうした事椿がある。組合が杜会的に承認された大きな組織にまで成長
し，その影響力を増大させて，経済の安定や成長にとっての重要変数を大きく
左右できるようにまでなると，組合がいわゆる体制要素であることを自覚する
とき，つまり，現行体制を支える柱であることを決意するときには，国民経済
の健全な運営に協力するというワクのなかで協約政策の展開がおこたわれるよ
うである。しかL，協約政策は一般組合員の要求も反映していなげればたらな
い。西ドイツの組合の旛約政策の展開には，最近，そうしたジレンマがみられ
るのである。
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